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1.序 

 現行耐震基準により学校建物の Iｓ値が不足してい

る原因は桁行方向の短柱のせん断破壊による靭性不

足がほとんどである。この場合の補強としては鉄骨筋

交を RC フレームに内蔵させる補強方法が大半の建物

で施工されている。これは１フレームあたり 300 万円

程度となりコストが高くなる。本研究ではこの鉄骨補

強をせず、既存のせん断柱をコストがはるかに安いス

リット設置工事を行い、曲げ柱として靭性改善を行い

動的応答解析により応答性状を検討した。 

 

2. 研究プロセス 

既存学校建物の桁行方向は一般に廊下側の構面は

たれ壁、腰壁が設けられているために柱は短柱となり、

せん断破壊が曲げ降伏を先行してしまう。このため靭

性指標 F が小さくなり、南側の開口の大きい曲げ柱の

曲げ降伏せん断力Qmuを割引いて評価せねばならず、

保有性能基本指標 E0[=C(強度指標)×F(靭性指標)]の

うち耐震補強のように強度即ち C 値を上昇させるこ

とはせず、スリットを設けて C 値をやや下げても F

値を大きくすることにより、保有性能基本指標を大き

くすることを試みた。耐震性能チェックとして動的応

答解析における最大応答層間変形即ち必要とされる F

値に着目して検討した。 

 

3.解析対象建物 

 図１及び図2に解析建物の伏図とB構面の軸組図の

概要を示す。本建設物は X 方向に１４スパン、Y 方向

に1スパンの３階建でラーメン架構主体の構造となっ

ている。平面形状は長方形の整形な平面となっている。

表１に本建物の柱、梁の断面リストを示した。この建

物の南側 A 構面は純ラーメンに低い腰壁があり、柱は

曲げ降伏型である。B構面は図２に示すようにたれ壁、

腰壁があるため耐震診断ではこの柱はせん断破壊を

起こし、建物全体の F 値が小さくなったため、耐震指

標 Is 値は 0.46 となり、所要値 0.6 以下なので鉄骨ブレ

ース補強が行われた。B 構面のたれ壁、腰壁にスリッ

トを設けて、せん断破壊型柱を曲げ降伏型柱に変更し

た。この場合、柱の内法高さが大きくなるために曲げ

降伏時せん断力 Qmu は小さくなるが、変形能力即ち

靭性指標 F 値は大きく期待できると予測した。 

 

      図 1.解析建物伏図 

 
      図２.解析建物軸組図 B 構面 

4.動的応答解析結果 

 本解析対象建物を 3 質点系武田モデル(曲げ降伏型)

に置換し、地震応答解析を行った。入力地震動として

エルセントロ NS、タフト EW、八戸 NS 波を用いたが 

エルセントロ波が最大応答を示したのでこの結果の

みを表２に示す。表２でケース①はもしも原建物の柱

すべてが曲げ降伏型と仮定したときの最大応答層間

変形角であり、R=1/76程度は F値にして 1.97となる。

ケース②のたれ壁にスリットを入れた場合はエルセ

ントロ地震の 2 階で最大応答層間変形角は 1/74、ケー

ス③の腰壁にスリットを設けた場合は最大で 1/73 と

なった。これは F 値に換算して F=2.05 程度である。

図３は耐震診断基準における柱一本の強度指標(C 値)

と靭性指標(F 値)の関係を示したものである。本解析

の場合、B 構面の柱がせん断破壊を起こし、診断基準

では A 点に達した後、変形が増大しても F=1.0 以上で

は体力を 0 としている。このため Is 値が 0.46 と小さ

いものであった。この原建物が、もしもせん断補強筋



  

が充分ならば図３の A 点から一点鎖線のような復元

力特性となり、表２のケース①のような結果となる。

ケース②、ケース③のようにたれ壁、腰壁にスリット

を設けて、せん断柱であったものを曲げ柱にしても最

大応答量はそれ程大きくならず、しかも図３の破線で

示した F=2.05 程度におさまっているので柱の曲げ破

壊は進行するものの大破(F≧3．2)には至らない。通常、

動的応答は入力地震動として、エルセントロ波、タフ

ト波、八戸波の L1 で行われるが今回は、安全性を考

えて入力地震動を 1.5 倍にした L1.5 も行った。この場

合でも特にスリットを設けて耐力を低下させても必

要とする F 値がそれほど大きく増大しなかった。今回

は解析建物が１例なので、一般論としては展開できな

いが、鉄骨補強の約 10％の施工コストで出来るのでス

リット設置による耐震改良の余地があるのではない

かと推測された。 

 

  図 3.せん断柱のスリット設置による応答の増大 

 

表 2.最大応答層間変位 

 
5．結び 

1．解析例が１例しかないが安価なスリット設置によ

る耐震改良の可能性があることが判明した。今後はこ

の柱の帯筋間隔でどのくらいの F 値まで期待できる

か検討する必要がある。 

2．現行の耐震基準の C 値及び F 値に基づく２次診断

における耐震性能と動的応答解析結果とは適合しな

い領域があると考えられるので今後は梁部材も含め 

た解析が必要ではないかと考えた。 
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